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国公私の枠を超えた大胆な連携で
地域社会に不可欠な存在に

　教育が将来の社会、国をつくるとい
うことを、多くの人々が理解してい
る。その中で大学教育の役割は、人間
の長い学校教育期間のおしまいに、社
会生活を円滑に、有意義に送れるよう
にし、労働をはじめとする、社会の一
員として必要な貢献を果たせるように
することである。
　この基本は変わらないとしても、今
日の社会の急速な変化に、大学が十分
対応できていないという指摘は多い。
　大学改革の現状を見ると、以下のよ
うな課題がある。
現在の大学への主たる要求
①高い教養と基礎力を持つグローバル
リーダーの養成
②地域社会の再構築を担う中核的役割
③科学技術研究の推進と人材育成
現システムの抱える問題
①進学率が50％を超える状況下でも、
従前の国立大学中心の政策が進めら
れ、学部生の約80％の教育を担う私
立大学への支援が極端に少ない
②高等教育への公的支出はGDP比

0.5％で、OECD平均の半分。その結
果、保護者の負担と学生のアルバイト
への依存度があまりにも高い
③個々の学生の学習目標の設定が不明
確。授業改善がなされず、学習意欲と
教育効果が不足。学習効果の客観的評
価も不十分
④大学間連携が進んでいない
⑤生涯学習社会を実現できない
直ちに実施すべき事項
①私立大学を中心とする大学政策
②公的支出の増強と国立大学運営費交
付金、私学助成金のシステムの全面的
見直し
③地域活性化の中核となる大学組織の
構築、国公私立大学の合併を含む共同
④大学間の教員の共有、移動性を高め
る。共同教育プログラムの実施
⑤学生の転学および社会人の編入学の
促進
⑥高大接続の改善と、学生の学習達成
度の多様な評価の導入
⑦生涯学習環境の強化
　現在、最重要とされていることは、
これまでのような個々の大学の改革で
はなくて、日本の高等教育全体のシス
テム改革を進めることである。その中

身は、地域においては国公私を超えて
大学が連携活動を行うこと、さらに地
域や国境を越えて学生が移動して学べ
るシステムを導入すること、年齢にか
かわらず必要に応じて学べるシステム
をつくることである。

　これまでの国の政策は、大学にいわ
ゆるGPものと呼ばれるような競争的
資金を投じて支援する方法が主流で
あった。大学の教育力、研究力の向上
のためには、個々の大学の力を強化し
ていくことはもちろん正しいはずであ
るが、実際は大学の量的拡大も著し
く、期待された効果はあまり得られて
いない。逆に少子化や高齢化、格差社
会の進行、地域の崩壊、グローバル化
の進行などに追いつけない状態が続い
ている。
　つまり、これらの改善に大学が役立
つためには、個々の大学の努力に頼る
のでは不可能であることが明白になっ
ている。
　同一年代の半数以上が大学に進学す
る今日、大学は単なる個別の学生の育
成機関ではなくて、社会の一つの有力
な機能的要素として、社会に直接的に
かかわることが必要である。学生も在
学中からささやかであっても、社会の
一員としての自覚を持つことによっ
て、その働きを通じて社会人としての
訓練を積むことができる。大学はその
ような機会を積極的に提供すべきであ

る。現場に接することは、真に自分の
学ぶべきこと、学びたいことを発見で
きる機会にもなろう。大学自身もそれ
ぞれの地域で連携し、さらには目的に
よっては、日本国内あるいは海外の大
学とも協力して、さまざまな社会的活
動を行うべきである。
　具体的には、国立大学あるいは公立
大学を中心に私立大学も連携して、地
域の発展に協力する体制をつくること
が考えられる。この連携には、教員の
共有、プログラムの共有が必要で、結
果的に学生の自由な大学間の移動を起
こすことになるであろう。ここに参加
する若い学部生は、社会的、職業的訓
練を受けることになるし、生涯学習の
場として入学したシニアの学生は、学
習とともに社会貢献の機会を与えら
れ、自己啓発と同時に地域における幅
広い人間関係を築くこともできる。こ
のような活動を大学が進めるために
は、優れた指導者と熱心な協力者が必
要である。その役割を果たす教職員
は、いわゆる研究大学の場合とは趣が
やや異なるであろう。
　国立大学においてはすでにこのよう
な大学間連携が検討されているが、そ
こに私立大学が参加すれば、一層多様
なプログラムが実行可能になる。他
方、私立大学は国立大学の資源を利用
することによって、教育内容を充実さ
せることができる。
　こうした連携が進むということは、
地域における大学の再編、統合につな
がっていくという見方もできる。た
だ、現在行われている再編、統合の議
論は、単に大学を減らすことを論じて
いる。それでは日本社会を高度化する
ことは困難である。
　国公私立大学の連携を円滑にかつ大
胆に実行できるような、大学設置基準
を含む大学運営規則の柔軟な適用と、
公的な支援が期待される。

　グローバルに活躍できる人材育成を
はじめ、日本の科学技術の開発力を維
持して日本の経済力を高めるには、大
学は一層の改革を進める必要がある。
質の高い教育と研究を可能にしなけれ
ば、人材供給の点で中国および先進諸
国との競争を続けることはできない。
　この面でも、大学の授業の充実は当
然必要であるが、学生の自覚と自主的
な行動を重視すべきであって、個々の
大学のサービスが向上するだけで、グ
ローバルな人材の育成や留学生の増加
が図れるわけではない。なすべきこと
は、学生の能動性を高めることで、そ
こに最も効果があるのは、大学入学後
もさまざまな大学との交流を図って、
その中で学生の移動を促すことであ
る。
　大学入試によって直ちに高校卒業後
の方向が決定される今のシステムを見
直し、何をすべきかをじっくり考える
時間を学生に与えられるシステムを、
大学はすぐにでも検討すべきであろ
う。例えば、入学して 1、2年後に、
学んだ蓄積を基に自分を見直し、真の
興味を確認させる。結果として、入学
した大学とは異なる大学へ進んだり、
海外の大学を選択したりする学生も生
ずるであろう。
　それを可能にするには、どの大学
も、入学後に一定割合の学生の移動を
許容する制度が必要である。どこで何
を学ぶかが不明確であった学生は、初
年次の努力によって、一層満足度の高
い学習を実現することになるだろう。
　また大学間のさまざまな交流によっ
て、各大学の情報は明らかなものとな
る。現在は大学が学生を囲い込み、学
生の移動は著しく妨げられている。
　このような新しい活動を可能にする

ことによって、学生が自ら考え行動す
るメカニズムがつくられる。大学教育
の基本としては、学生の自発的な学習
と行動を生む動機付けと、身に付ける
べき基礎的能力のチェック、共同作業
と競争を促す環境整備が重要である。
学部教育を外に開くことは、大きな活
性化になるし、さまざまな経験を持っ
た社会人の再入学にも有効で、生涯学
習の促進にもつながる。

　これまでの大学改革は、優れたリー
ダー層の育成、高い教養と基礎力を備
えて自立した競争力のある個人の育成
を中心にして考えられてきた。この目
的自体は、高等教育として当然のこと
であるが、その実現は諸外国と比較し
ても十分とはいえない。その原因とし
て、大学教育への投資があまりに少な
いことと同時に、個々の大学の経営シ
ステムの欠陥によって改革が進まない
という内情が指摘されている。
　しかし、この面だけが大学改革の問
題ではない。大学間連携、移動可能
性、生涯学習などは、現在の大学教育
の議論の中で必要性が指摘されながら
も実行例は少ない。大学問題において
は、同年代の5割以上が進学すること
を考えれば、いかにして前向きで豊か
な中間層を形成できるかが、今後の地
域社会の形成や格差拡大の阻止にとっ
て重要な観点なのである。
　つまり、地域において大学と社会と
の連携を図り、大学を地域社会の実質
的な一つのコンポーネントとするとと
もに、生涯学習型の教育システムを整
えることこそが大学改革である。学部
生の約80％の教育を担う私立大学には
その責務があり、その役割を果たして
こそ大学教育の中核と言えるだろう。
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